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1反革命戦争終結期の英国における所得税論争─1815年論争と1816年論争の比較分析─
１．はじめに
1.1．研究テーマの選択理由
　フランスとの四半世紀に及ぶフランス革命戦争・ナポレオン戦争（1792～
1802、1803～15年／以下「反革命戦争」と総称）が終結すると、英国では戦時
増税に対する納税者の不満が爆発した。彼らの矛先は、まず終戦翌年の1816年
にリヴァプール（2nd Earl of Liverpool）政権が議会に提出した所得税延長法
案に向けられた。この法案は、戦時所得税の最高税率を半減（10％→５％）さ
せた上で平時延長を図るものであったが、全国規模の激しい請願運動が発生し
たため、与党が優位を占めていた当時の議会で否決に追い込まれた1。以後40
年間にわたって、英国は税収の過半を利払費に投入する深刻な財政硬直化に直
面し、その残余で軍事費と民事費を賄う状況に陥った2。これを背景として、
恒常的に経費削減が要求されたため、英国では18世紀のような国債発行に依存
した戦費調達の継続が困難となった。このように戦時所得税の廃止は、財政＝
軍事国家（fiscal-military state）としての英国の転換点であり、英国政治史に
とっても重要な意義を持つ事象であった。
　1816年の所得税論争によって戦時所得税の平時恒久化が阻止されたことは、
1  土生芳人［1997］，「19世紀イギリスの所得税」，『岡山商大論叢』33巻２号，１～37ペ
ージ。
2  B. R. ミッチェル 編／犬井正 監訳／中村寿男 訳［1995］，『イギリス歴史統計』，原書
房，587, 601ページ。
反革命戦争終結期の英国における所得税論争
─ 1815年論争と1816年論争の比較分析 ─
板　倉　孝　信
2財政請願運動の成功例として従来の研究でも大いに注目を集めてきたが3、同
時に多くの疑問点も解決されずに残されてきた。第一に、所得税の納税者では
なかった中間層が、所得税廃止を要求する請願運動に積極的に参加していた
点4、第二に、首都周辺を中心に開始された請願運動が、スコットランドのよ
うな遠隔地にも素早く伝播していった点、第三に、議会で優位を占めていた与
党勢力の内部で造反が発生し、所得税延長法案が僅差で否決された点などであ
る。これらの疑問点に関しては、筆者が過去の学会報告などで既に一定の回答
を提示しており5、また本稿でも新たな知見を付加している。詳細は後述する
が、筆者は1816年の所得税論争をより広い視点から捉え直すと同時に、その過
程を丹念に追跡することで、従来の研究とは異なるアプローチを試みている。
　本稿では、1816年に所得税延長法案が否決された要因を、長い時間軸から分
析するため、前年の1815年に単年度ながらも所得税延長法案が可決された事例
に注目したい。これは、ナポレオン（Napoleon Bonaparte）が配流先を脱出
して一時的に復権を果たした、いわゆる百日天下（Hundred Days of Napo-
leon）によって戦争が再開され、緊急的な戦費調達が必要となったために発生
した事態であった。戦争再開という追い風の下で、しかも単年度という限定付
きであったことから、1815年の所得税延長法案は大きな抵抗を受けることもな
く、あっさりと可決された。しかしこの所得税延長の一時的成功は、翌年の論
争に際して、与党陣営に恒久化実現に対する過信を抱かせる一方で、野党陣営
に廃止実現に対する危機感を植え付けたと見られる。そのため、この前後で双
方の認識が大きく変化したことが指摘できる。このような点から、1815年にお
ける所得税延長の一時的成功が、翌16年における最終的失敗に何らかの影響を
3  1816年の所得税論争は近年の英国でも関心を持たれており、2003年には BBCラジオ
で特集が組まれている。（http://www.bbc.co.uk/radio4/history/longview/longview_
20031021.shtml）［最終アクセス日：2016年３月25日］
4  当時の所得税の納税者に関しては、第２節・第１項を参照のこと。
5  拙論［2014a］，「英国における百日天下の戦費調達と戦時所得税の廃止」，日本西洋史
学会・第64回大会，ポスター報告。
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与えた可能性が考えられるため、本稿では両者の関係に焦点を当てたい。
1.2．先行研究の批判的検討
　本稿の研究テーマに関する先行研究は、主に経済・財政史研究と政治・社会
史研究に大別できる。まず経済・財政史研究の事例としては、A. Hope-Jones
［1939］6、M. J. Daunton［2001］7、A. Horstman［2003］8などが挙げられる。こ
れらの先行研究では、英国財政史における1816年の所得税論争の意義、当時の
財政システムにおける所得税の位置付け、所得税の税額査定における審問性
（inquisitoriality）や不公平性（inequality）などが注目されてきた。また、所
得税廃止を要求する請願運動に関する分析の中で、納税者が所得税に対して抱
いていた不満も明確にされてきた。しかしこれらの研究では、前述した所得税
論争研究における疑問点や請願運動の詳細な過程追跡に関しては、ほとんど触
れられていない。また、税収規模や税制体系といった数字や制度に関する記述
が偏重されるあまり、当時の英国が経験しつつあった政治や社会の変化が軽視
される傾向にあった。
　次に政治・社会史研究の事例としては、新谷一伴［1990］9、D. Wahrman
［1995］10、P. Harling［1996］11などが挙げられる。これらの先行研究では、上
記の経済・財政史研究があまり深く踏み込んでこなかった、所得税論争の展開
6  Hope-Jones, Arthur [1939], Income tax in the Napoleonic wars, Cambridge.
7  Daunton, Martin J. [2001], Trusting Leviathan: the politics of taxation in Britain, 
1799-1914, Cambridge.
8  Horstman, Allen [2003], ‘“Taxation in the zenith”: taxes and classes in the United 
Kingdom, 1816-1842’, The journal of European economic history, vol.32, no.1, pp.111
～37.
9  新谷一伴［1990］，「一八一六年のイギリス議会と世論：所得税廃止を事例として」，『史
苑』50巻１号，立教大学，27～47ページ。
10  Wahrman, Dror [1995], Imagining the middle class: the political representation of 
class in Britain, c. 1780-1840, Cambridge.
11  Harling, Philip [1996], The waning of “old corruption”: the politics of economical 
reform in Britain, 1779-1846, Oxford.
4過程にもある程度はメスを入れており、請願運動が激化した要因の一部を当時
の政治・社会環境の変化にも求めている。特に、この論争が英国の議会政治に
与えた影響に関しては、選挙法改正以前の段階で議会外運動が発展するための
重要な局面であったとして、高く評価している。しかし、1816年の所得税論争
のみを近視眼的に捉える傾向が強く、これを反革命戦争全体の中に位置付けた
上で、その意味を探る視点に欠けている。また議会審議に対する請願運動の影
響に注目するあまり、請願運動の出発地であった地方都市において、請願文書
を起草するために開催された請願集会の存在を看過してきた。
　以上の先行研究における特徴と問題点を踏まえた上で、本稿では従来の所得
税論争に関する研究ではほとんど指摘されなかった、1815年の百日天下に伴う
所得税延長法案の可決に注目したい。この視点を新たに導入することで、翌16
年の所得税延長法案が否決された要因を分析するための足場を確保すると共
に、長期的な視点から所得税論争の位置付けを再検討することも可能となる。
またその際には、議会外運動の活発化や戦時増税への不満増大といった当時の
英国における政治・社会環境の変化を十分に踏まえた上で、請願集会のような
地方動向を含めた財政請願運動の過程を詳細に追跡していく。これらを通じ
て、先行研究が抱えている数々の課題を克服すると共に、筆者による独自のア
プローチを提示することで、従来とは異なる切り口から所得税論争の分析を試
みたい。
1.3．論証すべき内容と構成
　以上の前提を踏まえ、本稿では所得税延長問題に関して、1815年の一時的成
功と翌16年の最終的失敗を比較することで、両者の関係性を検証していく。特
に15年の延長直後から見られた、所得税延長を支持する与党陣営とこれに反対
する野党陣営による認識の変化に注目することで、成功例が失敗例に与えた負
の影響を検討する。これを通じて、英国議会で1780年代から万年与党であった
トーリー（Tory）が、逆に万年野党であったウィッグ（Whig）に圧倒され、
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所得税延長に失敗したメカニズムも併せて探求したい。また16年に発生した全
国規模の激しい請願運動が、首都周辺から発生して遠隔地に素早く伝播してい
った過程を追跡する場合にも、15年の局所的で緩やかな請願運動との比較は欠
かせないものである。ただし15年の延長成功が実現しなければ、翌16年の延長
失敗も実現しなかったと断言することは、歴史研究においては極めて困難であ
るため、本稿はあくまで前者が後者に対して一定の影響を与えたことを論証す
るにとどめる。
　上記の課題を達成するため、本稿では以下の第２～４節で本格的な分析作業
を進めていく。次の第２節では、反革命戦争期の戦時財政政策に関して、戦時
所得税の導入から廃止までの過程を概観した上で、それが納税者に強力な不満
を植え付けたことを指摘する。さらに本稿のメインである第３節と第４節で
は、1815年の所得税延長の一時的成功と翌16年の最終的失敗に関して、両年に
おける請願運動の展開過程を時期・地域的側面と党派・政策的側面から検討す
る。さらに、この請願運動に対する与党陣営と野党陣営の認識や対応の相違を
明らかにした上で、それらが所得税延長法案の採決結果に与えた影響を考察す
る。前述したように、筆者は15年の延長成功が与党に油断を、野党に危機感を
もたらしたことが、16年の延長失敗に繋がったと考えている。尚、本稿では以
上の論証手続に際して、公的文書として議会議事録と政府文書、私的文書とし
て政治家手記・往復書簡、刊行物として地方新聞・パンフレットなどの同時代
史料を利用する12。
２．反革命戦争期の戦時財政政策
2.1．所得税導入の財政史的背景
　名誉革命直後の大同盟戦争以来、英国はフランスとの第二次百年戦争の戦費
12  本稿では主に、議会議事録としてHansard’s Parliamentary Debates、地方新聞とし
て British Newspapers 1600-1950、他史料として EBSCOhost Historical Abstracts、
Nineteenth Century Collections Online、The Making of the Modern World などを
用いている。
6を調達するため、大量の国債を発行し続けており、その累積規模は反革命戦争
以前の段階で、当時のGNPに匹敵する2.5億ポンドに及んでいた。この債務問
題に対処するため、小ピット（William Pitt the Younger）政権はアメリカ独
立戦争直後から財政改革に着手したが、その成果が結実しないうちに反革命戦
争に突入したため、英国は深刻な財政危機に直面することとなった13。開戦直
後は、従来と同様に国債発行によって戦費を調達し、税収によってその利払を
担保する方式を継続していたが、1797年に国債の市場価格が額面の半分に迫る
国債危機が発生すると、国債への依存は限界に達した。小ピット政権は、翌98
年にトリプル・アセスメント（Triple Assessment）と呼ばれる奢侈税を導入
したが、十分な税収を確保するには到らず14、99年には100年ぶりの本格的な
直接税改革に踏み切り、戦時所得税を新たに導入した。
　この戦時所得税は、当時の英国総人口のうち上位３％程度、成人男性に限っ
ても上位10％程度の富裕層のみを課税対象とする税種であり、当時の欧州では
最も近代的な所得課税制度であった15。18世紀の英国における租税体系は、消
費税や関税などの間接税を中心とするものであり、地租や奢侈税などの直接税
は、時期を下るごとに税収全体に占める比率を低下させていった16。その結果、
中間層以下の課税負担が相対的に重くなり、逆に富裕層の課税負担が相対的に
軽くなったため、時代を経るごとに次第に逆進性が強化されていった。選挙法
改正以前の英国議会では、所得税納税者とほぼ同等の比率の富裕層にしか選挙
権が付与されていなかったため、彼らの利害が重視されるのは当然と言えた。
その傾向から考えても、1799年の所得税導入は18世紀にわたる租税体系の変化
13  拙稿［2013］，「小ピット政権初期（1783～92年）における財政改革の再検討（1）」，『早
稲田政治公法研究』，第103号，25～39ページ。
14  木原孜［1991］，「イギリスにおける所得税制度誕生の歴史について」，『福岡大學商學
論叢』，36巻２・３号，401～33ページ。／木原孜［1992］，「イギリス初期の所得税制
度について」，『福岡大學商學論叢』，37巻１号，63～94ページ。
15  Farnsworth, Albert [1951], Addington, author of the modern income tax, London, p.94.
16  O’Brien, Patrick K. [1988], ‘The political economy of British taxation, 1660～1815’, 
Economic History Review, vol.41, no.1, pp.8～10.
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に逆行する試みであり、国家破産の絶対的な回避を目指した政府の意気込みが
窺われる。
2.2．戦時増税に対する不満増大
　英国の税収全体に占める戦時所得税の比率は、1806年の第３次改正以後も約
20％に過ぎず、税収の大半は依然として消費税や関税などの間接税が占めてい
た17。しかし所得税導入は、それまで優遇されてきた富裕層が自ら身銭を切る
ものであったため、中間層以下の負担が相対的に重い間接税の更なる増徴に対
して、正当化の根拠を与えることになった。小ピット政権は1799年の所得税導
入に際して、毎年度の利払費を除く実質経費の全てを当該年度の税収のみで負
担する、いわゆる年度内会計主義（raising supplies within a year）を新たな
財政規律として掲げており、これも以後の増税強化のための有力な根拠となっ
た18。この年度内会計主義は、現代のプライマリー・バランス（primary bal-
ance）に相当する概念であったが、戦時にもかかわらず終戦直前の1814・15
年を例外としてこれが厳守されたことは、いかに増税が過酷なものであったか
を如実に示している。産業革命による緩やかな経済成長が追い風となったもの
の、増税の速度はそれを遥かに凌駕するものであったため、納税者の負担は過
重なものとなった19。「頭の天辺から足の爪先まで」と酷評された徹底的な課
税は、国債発行を通じて戦費調達が行われた時期に軽減されていた戦費負担の
実質的な重さを、国民に実感させることになった。
　このように、所得税は年度内会計主義を支える戦時増税の象徴的存在であっ
たため、その納税者が少数であったにもかかわらず、広範な階層から敵意を受
けた。反革命戦争の終結期になると、間接税の中で最大の税収規模を誇った戦
17  B. R. ミッチェル 編，前掲書，581ページ。
18  藤田哲雄［2008］，『イギリス帝国期の国家財政運営：平時・戦時における財政政策と
統計1750-1915年』，ミネルヴァ書房，80～8 ページ。
19  O’Brien, Patrick K. [1988], op.cit., pp.2～4.
8時麦芽税と共に、戦後減税要求における最初の標的として位置付けられた。当
時の英国における間接税を中心とする租税体系は、税種間や納税者間での公平
性を可能な限り担保するため、各物品に対して産地別に厳密な課税基準を設定
しており、大規模な一斉減税が困難な構造を有していた20。そのため、単一税
種の改廃によって確実な減税効果をもたらす所得税や麦芽税が、戦後直後の減
税要求でまず槍玉にあげられたのである。1816年の戦時所得税と戦時麦芽税の
廃止以後も、約20年間にわたって消費税や関税を中心に減税要求が根気強く継
続された結果、段階的に減税が実現されていった。
2.3．終戦期における所得税論争
　ここで、本稿が分析対象とする1814～16年の英国に関する国際情勢と国内情
勢を、それぞれ終戦過程と所得税論争を中心に概観しておく。ナポレオンがラ
イプチヒでの敗北によってフランス皇帝を退位し、14年４月にエルバ島へ配流
されたため、この時点で反革命戦争は終結したように見えた。しかしウィーン
会議が講和条件をめぐって難航する中、ナポレオンは配流先を脱出して15年３
月にパリへ帰還し、一時的に皇帝に復位したため、３ヵ月にわたって戦争が再
開された。15年の所得税延長法案は、この戦争再開による緊急的な戦費調達の
必要性を背景として、大きな抵抗を受けることなく５月に可決された。その後、
ナポレオンがワーテルローで再び敗北し、６月にセントヘレナ島へ配流される
と、欧州での平和回復は決定的となった。一方、15年の所得税延長はあくまで
単年度に限られており、16年４月に再び失効期限を迎えることから、前々月の
２月に所得税延長法案が議会に提出された。しかし完全な戦争終結による向か
い風の中で、全国規模の激しい請願運動が発生し、16年の所得税延長法案は否
決に追い込まれた。このように、15年における所得税延長の一時的成功と翌16
年の最終的失敗は、戦費調達の必要性の有無によって当然視されてきた。
20  Horstman, Allen [2003], op.cit., pp.112～3.
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　しかし、次節以降で詳述するように、戦争終結をめぐる国際環境の変化だけ
でなく、所得税延長を支持する与党側とそれに反対する野党側の認識や対応の
変化も、２つの延長法案の対照的な帰結に影響を与えていたと考えられる。15
年４月にナポレオンの復権が英国に伝わる以前から、与党トーリーは既に所得
税延長のために必要な準備を整えていた。百日天下の報道によって英国内が混
乱に陥る中で、リヴァプール政権が延長法案を素早く可決に導いたのは、そう
した事前の準備によるものと考えられる。その一方で、野党ウィッグは延長法
案の提出を５月と予想していたため、４月の審議開始に完全に出遅れる形とな
り、所得税廃止を要求する請願運動を活発に展開できなかった。これを苦い教
訓とした野党側は、16年２月に政府が延長法案を再び提出することを見越し
て、今度は早い段階から党内基盤を強化するなどの対策を講じた。これに対し
て、15年の延長成功に油断した与党側は、前年と比較して十分な野党対策を検
討しなかったために、激烈な請願運動を鎮静化することができず、16年の所得
税法案は否決されたと考えられる。以上のように、２つの延長法案には密接な
関係があるものと推論されるため、本稿では以下でその点を深く掘り下げてい
きたい。
３．所得税延長の一時的成功（1815年）
3.1．財政請願運動の時期・地域的展開
　1815年の百日天下期を除けば、反革命戦争の実質的な戦闘は14年３月までに
終結しており、ナポレオンも４月にはエルバ島へ配流された。しかし、それ以
降も米英戦争（1812～15年）は継続されており、14年12月にベルギーのガンで
講和条約が締結されたものの、北米への情報伝達の遅延から、実質的な戦闘は
15年３月まで長引いた。06年に改正された修正所得税法（Property Tax Act 
1806）では、英国が当該年末まで他国との戦争を継続している限り、翌年４月
５日まで所得税は自動延長される規程となっていた21。さらにその中には、年
始（１月１日）以降も実質的な戦闘が継続され、それが年度末（４月４日）ま
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でに終結した場合には、所得税の自動失効日を７月５日に変更するという特別
規程も盛り込まれていた22。政府はこの規定に従って、15年の所得税延長法案
の審議開始時期を、４月失効を前提とした２月上旬ではなく、７月失効を前提
とした５月上旬に延期することを秘かに検討した。
　しかし野党ウィッグを初めとする所得税廃止論者たちは、15年２月中旬にな
るまで、政府が延長法案の審議入りを３ヵ月遅らせるという情報を、ほとんど
察知していなかったと見られる。彼らは当初の予定通り、２月上旬の審議入り
を念頭に置いて、既に14年末から首都周辺を中心に所得税廃止を要求する請願
運動を開始していた23。実際に14年12月中旬から15年２月上旬にかけて、請願
文書の内容を協議するための請願集会が盛んに開催されていることを、当時の
地方新聞は報じている。しかし野党陣営も延長法案の審議日程が延期されたこ
とをようやく察知したのか、２月中旬になると請願集会の新聞報道は突然途絶
えている24。結果的に２月中の審議入りは流れたため、野党が指導する請願運
動は、政府の思惑に左右されて完全に肩透かしを食らう形となり、請願集会も
相互の連携や全体の統制を欠いたまま、次第に立ち消えの状態となった。
　ところが15年４月上旬になると、ナポレオンがエルバ島を脱出してパリに帰
還し、フランス皇帝に復位したとの情報が英国本土にもたらされた。その対応
をめぐって英国議会がしばらく紛糾する中で、リヴァプール政権は５月上旬に
予定していた所得税延長法案の下院提出を、急遽４月17日に前倒しした。詳細
21  Hope-Jones, Arthur [1939], op.cit., p.52.
22  Hope-Jones, Arthur [1939], op.cit., p.119.
23  最初にロンドンにおける請願集会の開催を報じたのは、14年12月14日付のモーニン
グ・ポストであった。（The Morning Post (London, England), Wednesday, December 
14, 1814; issue 13697. [Common Hall]）これ以後は、15日にバース（Bath）、22日にダ
ービー（Derby）と請願集会の報道が続いている。
24  最後にロンドンにおける請願集会の開催を報じたのも、15年２月17日付のモーニン
グ・ポストであった。（The Morning Post (London, England), Friday, February 17, 
1815; issue 13753. [Property Tax]）これ以後は、５月１日にロンドンで再び報じられ
るまで、請願集会の報道は見られない。
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は後述するが、与党も当初は２月上旬の審議入りを想定した上で入念な準備を
進めていたため、ナポレオン復権の報告を受けてからの動きは極めて迅速であ
った。政府は４月17日に下院へ所得税延長法案を提出すると、審議前半に当た
る４月下旬には、請願運動の準備不足によって有効な対抗手段の取れない野党
を尻目に、議事進行の主導権を掌握した。審議後半に当たる５月上旬になって
も、首都周辺の請願運動を背景に抵抗する野党をあしらうことで、５月５日に
は下院で、11日には上院で、所得税延長法案を早くも可決に導いた25。
　こうした与党の迅速な動きとは対照的に、５月上旬の審議開始を想定してい
た野党は、２月に受けた肩透かしとは逆に、今度は所得税論争に出遅れる形と
なった。当初の日程では、５月上旬の審議入りに合わせて多数の請願文書が議
会に到着する予定であったため、４月下旬に下院で議事が進行する中で、野党
は散発的に到着する請願文書を細々と紹介するしかなかった26。また当時の地
方新聞でも、４月中は百日天下に関する記事が紙面を埋め尽くす一方、請願集
会の開催を報じる記事はほとんど見られず27、これも野党への強い逆風となっ
た。５月になると、当初の予定通りようやく首都周辺からまとまった請願文書
が到着し、野党もこれを梃子に劣勢からの挽回を図ったが28、この時点で既に
延長法案審議は終盤に差し掛かっていた。結局、当初の劣勢を跳ね返すほどに
請願運動は発展せず、審議時期の決定によって絶妙なタイミングを選択した与
25  16年の所得税下院審議が、開始から採決まで46日間（２月２日～３月18日）であった
ことと比較すれば、15年の19日間（４月17日～５月５日）は極めて短かった。（Han-
sard’s Parliamentary Debates, ver.1, vol.30, p.652; vol.31, p.167.）［以下、Hansard’s 
Parliamentary Debates は HPDと略記する。］
26  ４月21日の下院審議で、野党議員のニューポート（Sir Simon Newport）やマーティ
ン（Henry Martin）は、自身の選挙区から提出された請願文書を机上に積むことで、
所得税廃止要求の多さを誇示しようとした。しかし彼らに続いて請願紹介を行う野党
議員はおらず、寄せられた請願文書が少ないのは明らかであった。（HPD, ver.1, vol.30, 
pp.784～5, 789～90）
27  ４月17日に延長法案が審議入りしてから30日に到るまで、地方新聞は議会での審議経
過を報じるのみで、管見の限りで請願集会の開催報道は見当たらない。それに対して、
ナポレオン復権の記事の多さが目立つ。（The Morning Chronicle (London, England), 
Friday, April 21, 1815; issue 14341. [United Parliament of Great Britain and Ireland]）
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党に、野党は終始翻弄されることになった。
　４月17日における延長法案の審議開始を受けて、遅ればせながら５月上旬に
効果を見せ始めた請願運動は、請願紹介を通じて与党の一方的な議事進行をあ
る程度牽制することはできた。しかし当初の出足の遅さが災いして、組織的な
請願運動は首都周辺に限定されることになり、２月以前の運動とは時期的にも
分断されたため、結果的に小規模なものに終わった。さらに請願運動の拡大に
寄与する媒介としては、請願集会の開催を報じる地方新聞が大きな役割を果た
すはずであったが、遠隔地での報道内容もその大半は首都周辺の情報に終始し
た29。特に有力な農業・商業都市を擁し、戦争中から請願運動を通じて盛んに
利害を主張してきたイングランド中部・北部地域が、この運動にほとんど参加
できなかったのは致命的であった。戦争中には請願運動があまり積極的に見ら
れなかったスコットランドまで、その影響が波及した1816年の事例と比較すれ
ば、15年の運動失敗は歴然としていた。
3.2．財政請願運動の党派・政策的展開
　1815年の所得税廃止を要求する請願運動が失敗した党派的要因としては、野
党における指導力や結束力が、十分に機能していなかった点が挙げられる。当
時のウィッグ党首であったポンソビー（George Ponsonby）は、その前後に党
首を歴任したフォックス（Charles James Fox）やグレイ（2nd Earl Grey）と
比較すると、政党内でも議会内でも指導力に欠けている面があった30。当時の
議会勢力では上下両院で、与党が圧倒的に優位な状態にあったため、議会外で
28  地方新聞がロンドンでの請願集会の報道を開始し、野党が延長審議でその請願文書の
紹介を開始したのは、いずれも５月１日になってからのことであった。（The Morning 
Chronicle (London, England), Monday, May 1, 1815; issue 14349. [Advertisements & 
Notices] / HPD, ver.1, vol.30, pp.1002～14.）
29  ５月１日にスコットランドのエディンバラで発行された地方新聞が報道されたのも、
ロンドンの請願集会であった。（The Scots Magazine and Edinburgh Literary Miscel-
lany (Edinburgh, Scotland), Monday, May 01, 1815; pg. 390. [Domestic Intelligence]）
30  Mitchell, Austin Vernon [1967], The Whigs in Opposition, 1815-1830, Oxford, p.32.
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の請願運動や議会内での議事妨害を展開するためにも、野党は党内基盤を強化
する必要があった31。しかし、雄弁家として名声を誇ったブルーアム（Henry 
Peter Brougham）が請願運動を指導し、実務家で党内調整力に優れたティア
ニー（George Tierney）が議会対策を担当するという形で、ウィッグの指導
体制が確立したのは、翌16年の所得税廃止運動が開始された後のことであった。
　これに対して、与党は所得税延長審議における野党対策を念頭に置き、14年
末の段階から周到な準備を行ってきた。米英戦争の終結が想定外に遅れるまで
は、政府も２月上旬の審議入りを予定していたため、それに対処する必要があ
ったからである。リヴァプール首相は、講和会議出席のためにウィーンに滞在
していたカスルレー（Viscount Castlereagh）外相に宛てた１月12日付の書簡
で、全権交代と早期帰国を要請している32。カスルレー外相は、上院に属する
首相に代わって下院で首相・党首代行を務める下院指導者を兼任しており、財
相と共に延長法案の下院通過に責任を負っていた。一方のヴァンシタート
（Nicholas Vansittart）財相は、財政理論家としては卓越していたものの、そ
の演説力や政治指導力は疑問視されており、カスルレーによる補佐が不可欠で
あった。戦勝国の利害衝突で協議が停滞していたとはいえ、講和会議への外相
派遣よりも国内の議会対策を優先した点から見ても、首相の延長法案に対する
意気込みが窺える。
　15年の所得税廃止を要求する請願運動の批判は、戦争中の所得税改正に際し
31  また同様に野党であった急進派でも、後年に経費削減要求の急先鋒として政府を激し
く批判したヒューム（Joseph Hume）が議席から離れており、財政問題の専門家を欠
いていた。ヒュームは18年に下院議員に復帰すると、深刻な財政硬直化に直面してい
た危機的状況を背景に、抜本的な経費削減の推進を主張した。（http://www.history
ofparliamentonline.org/volume/1790-1820/member/hume-joseph-1777-1855）［最終ア
クセス日：2016年３月25日］
32  カスルレーもこれに先立つ15年１月４日付のリヴァプール宛ての書簡で、講和会議の
空転と国内問題への対処を理由に早期帰国を打診しており、12日付のリヴァプールか
らの返信はそれを承認するものであった。（Viscount Castlereagh / Charles William 
Vane (ed.) [1850], Memoirs and Correspondence of Viscount Castlereagh, Second Mar-
quess of Londonderry, vol.10, pp.235～6, 239～42.）
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て示されたものと同様に、あくまで所得税自体が持つ性質である審問性や不公
平性に限定されていた。当時の戦時所得税は、官吏賃金や公債利子などの一部
を例外として、農業・商業・工業などいずれの所得に関しても、資産価値から
毎年の所得金額を推定する査定方式を採用していた33。そもそも資産規模を国
家に捕捉されることは、税制改正を行うだけで高率の資産課税が可能になるこ
とを意味したため、こうした審問的な査定方式に対する富裕層の批判は根強か
った。また実業・賃金・利子などの所得区分（schedule）によって、査定基準
に不平等が発生している点が従来から指摘されており、これも所得税延長に反
対する有力な根拠の一つとなっていた34。ただし15年の所得税論争では、所得
税への批判は他税種への批判と強く連携することがなかったため、戦時増税へ
の全般的な批判も前面に押し出されることはなかった。
　特に所得税廃止運動にとっては、戦時増税の中で所得税に次いで税収規模が
大きく、納税者の批判も根強かった戦時麦芽税の廃止運動と連携することが、
成否のカギを握っていた。消費税や関税に代表される間接税の中でも、嗜好品
であるビールの価格を左右する麦芽税は比較的税率が高く、中間層以下に対す
る大きな負担となっていた35。そもそも、富裕層のみを対象とする所得税と中
間層以下の負担が相対的に重い麦芽税は、請願運動の主要な担い手が異なるた
め、15年時点では請願集会を共同開催することが困難であった。また前述した
ように、請願運動に対するウィッグの指導体制も未だに確立されていなかった
ため、所得税と麦芽税の廃止運動を融合させる旗振り役も存在しなかった。ま
た請願運動が全国規模に発展するためには、戦時増税に対する納税者の不満が
33  小山廣和［2001］，「イギリス所得税の成立と源泉課税制度の導入」，『税法学』546号，
83～100ページ。／小山廣和［2004］，「イギリス及び日本の所得税の源泉徴収制度の
成立と問題点」，『明治大学社会科学研究所紀要』42巻２号，79～91ページ。
34  Hope-Jones, Arthur [1939], op.cit., p.117.
35  麦芽税はビール消費者だけでなく、大麦生産者からも厄介な存在と見なされており、
さらに酒造業者や流通業者からの反発も強かったため、真っ先に減税要求の対象とさ
れた。（Nye, John V. C. [2007], War, wine, and taxes: the political economy of Anglo-
French trade, 1689-1900, Oxford, pp.98～9.）
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税種や利害を越えて一体化する必要があったが、この段階ではそうした現象も
見られなかった。
　15年４月の段階では、百日天下による想定外の戦費負担が発生していたた
め、所得税延長が実現されなければ、所得税導入前と同様の国債危機に発展す
る危険性が十分にあった。このように国家破産が目前に迫っていたにもかかわ
らず、ナポレオンの再打倒まで戦争終結は見込めなかったことから、与党は当
時の状況を延長支持の根拠として前面に押し出した36。その一方で、野党を初
めとする所得税廃止論者は、国家破産の回避より優先度の高い根拠を提示でき
なかったため、従来と同様に所得税の審問性や不公平性を指摘するしかなかっ
た37。平時移行後の軍備縮小や経費削減を促進するため、所得税のような有力
財源を政府に与えてはならないと主張するパンフレットも終戦期には見られた
が、戦争再開後に鳴りを潜めた。このように与党を初めとする所得税延長論者
たちは、戦費調達だけでなく利払担保の必要性からも順風を受けると共に、経
費削減の逆風をかわすことにも成功した。
3.3．所得税一時延長法案の可決
　わずか３ヵ月の軍事行動にもかかわらず、1815年度における英国の軍事費
は、開戦以来の最高額である7200万ポンドに達した38。前年の14年度には反革
命戦争と米英戦争を共に終結へ導くため、所得税導入から15年間連続で厳守し
36  反革命戦争期の軍人として華麗な戦歴を持ち、また与党議員でもあったガスコイン
（Isaac Gascoyne）は、自身の選挙区から寄せられた請願文書が、百日天下の発生以
前に作成されたことを理由に、これを無視した。彼の選挙区がリヴァプールであった
ことを考慮すれば、首相の膝元から提出された請願文書を公然と握り潰せるほど、百
日天下の戦費調達は緊急性の高いものであったと言える。（HPD, ver.1, vol.30, pp.710
～1.）
37  急進派議員で奴隷貿易の廃止論者としても名高いスミス（William Smith）は、百日
天下の逆風を受けてウィッグが手を拱いている中で、所得税の持つ審問性と不公平性
を「国制にそぐわない」（unconstitutional）ものであると強く批判していた。（HPD, 
ver.1, vol.30, pp.691～2, 715.）
38  B. R. ミッチェル 編［1995］，前掲書，587ページ。
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てきた年度内会計主義を初めて逸脱し、3600万ポンドの国債発行を既に許容し
ており、15年度の軍事費を全て国債に依存するのは困難であった。しかも百日
天下の戦費調達は突発的であったため、新税導入を議論する時間的余裕はな
く、翌月に提出する予定であった所得税延長法案を前倒しする以外、政府にも
採り得る選択肢はなかった。結果的に政府は15年の所得税延長に成功したが、
その税収を利用しても国債発行は3500万ポンドに達し、２年連続で財政規律を
逸脱する羽目になった39。さらに15年度は国債発行も緊急であったため、高利
率の短期債発行にまで踏み切っており、百日天下をめぐる英国の財政維持はま
さに綱渡りであった。
　そうした危機的な財政状況下で、政府は戦時所得税の平時恒久化ではなく、
あくまで翌年４月５日までの単年度延長という選択肢を採用した。15年７月５
日から実質９ヵ月間という短期延長は、06年改正の修正所得税法による自動延
長規定の効力が、戦争再開によって再び有効となったことを確認するものであ
り40、極めて慎重な判断であった。政府が百日天下による混乱に乗じて所得税
恒久化を提起しなかったのは、議会内外における議論の紛糾によって、延長法
案が否決されてしまうのを恐れたためであったと考えられる。また後述するよ
うに、政府は平和回復が確定してから改めて所得税恒久化を議論の俎上に載せ
たとしても、国家破産の回避や平時軍備の維持を根拠として、十分に実現可能
と判断していた。そもそも５月上旬に提出予定であった延長法案も、ひとまず
単年度延長によって様子を見る意図を持っており41、それがそのまま前倒しし
て提出されるに到った。
　15年４月17日に所得税延長法案は審議入りしたが、４月中は与党が主導権を
掌握する一方で、野党は請願運動からの後援を受けられなかった。議会で劣勢
39  B. R. ミッチェル 編［1995］，前掲書，581, 587, 601ページ。
40  1815年に延長が承認された所得税法は Property Tax Act 1806であり、Property Tax 
Act 1815ではない。戦時所得税は1799年に導入、1803年に第１次改正、05年に第２次
改正、06年に第３次改正されており、1815年に承認されたのは、あくまで第３次改正
法の延長（renewal）である。
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の野党にとっては、所得税延長に反対する請願文書を審議中に紹介すること
で、円滑な議事進行を妨害するのが基本戦術であった。しかし４月中は少数の
請願文書が散発的に届くのみであり、野党が請願紹介を行っても、低調な請願
運動は偏った民意を反映するものと与党に反撃されるだけであった42。５月上
旬になると、ようやく首都周辺で組織的な請願運動が展開され、野党は請願紹
介を本格化したが、その影響は限定的なものにとどまった。当時の請願紹介は、
請願文書を提出した選挙区の選出議員が行う慣例があり、たとえ与党議員であ
っても、地元からの請願文書を完全に無視することは困難であった。しかし15
年の請願運動は首都周辺にほぼ限定されたため、与党議員の動揺は最小限にと
どまり、造反による与党分裂は見込めなかった。
　最終的に1815年の所得税延長法案は、５月５日に下院で、11日に上院で採決
が行われ、与党の圧倒的な優勢を背景として、それぞれ160：29、23：８の大
差で可決された43。この時期の重要な財政法案での賛否比率は概ね２：１であ
ったことから44、15年の所得税延長法案の審議は政府の完勝に終わったと言え
る。この数字からは、野党が与党の分厚い基盤を全く掘り崩せなかったばかり
41  ヴァンシタート財相は、延長審議中にしばしば百日天下と単年度延長を切り離して捉
える発言をしており、これが百日天下以前から存在していた政府の既定路線であった
と思われる。「我が国が戦争状態にあろうが、（一定の平時軍備を必要とする）防衛的
で物入りな平和状態にあろうが、所得税延長は国家の運営のために同様に必要なもの
であろう。」「支払うべき莫大な借金が存在する以上、あらゆる戦争の危険とは関わり
なく、この税金（所得税）を単年度延長することが望ましい。」（HPD, ver.1, vol.30, 
pp.653, 690.）
42  与党の若手議員であったスミス（Abel Smith）は、４月19日の所得税延長審議の中で、
当時の低調な請願運動を以下のように批判している。「この税金（所得税）廃止を要
求する請願文書が議会に到着したために、それなりに心境の変化が起こっているシテ
ィでさえ、10人のうち９人までが所得税延長に賛成している。」（HPD, ver.1, vol.30, 
p.690.）
43  HPD, ver.1, vol.31, pp.167, 238.
44  当時の下院における財政法案の採決結果を例示すると、1817年２月７日の本予算案が
賛成210票／反対117票、18年３月３日の陸軍予算案が賛成51票／反対21票、19年６月
９日の補正予算案が賛成197票／反対98票、19年６月18日の消費税増徴法案が賛成204
票／反対90票となっている。（HPD, ver.1, vol.35, p.307; vol.37, p.769; vol.40, pp.1030, 
1217～8.）
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か、党内結束力さえ十分に発揮できなかったことが窺い知れる。また所得税は
戦時増税の象徴的存在であったため、この延長法案の可決は、他の戦時増税を
翌年度まで延長するための有力な根拠となった。これ以降、麦芽税・印紙税・
蒸留酒税などの延長法案が次々と議会を通過し45、失効期限の設定されていな
い間接税の減税要求も、自然に立ち消えとなった。所得税延長法案の可決から
２ヵ月以内に他税の延長法案が次々と成立したことで、百日天下の戦費調達は
その戦闘が終了する６月末までにほとんど完了した。
　15年における所得税延長の成功要因としては、百日天下による戦費調達の緊
急性だけでなく、与党が延長法案審議に関する主導権を掌握していた点も挙げ
られる。これによって、野党は終始鼻面を引き回される結果となり、首都周辺
以外の遠隔地に請願運動を拡大するための時機を逸したため、延長法案審議で
与党に対抗することが困難となった。また与党による入念な事前準備とは対照
的に、野党による準備不足と党内基盤の脆弱性は、議会外での請願運動や議会
内での議事妨害の効果を著しく減退させた。特に所得税延長の反対運動と他税
種延長の反対運動との間で連携が図れず、また所得税廃止要求と経費削減要求
の融合に失敗したことは致命的であった。その結果、請願運動の時期・地域的
展開と党派・政策的展開がいずれも限定されることになり、与党の強固な基盤
をほとんど突き崩すことができず、15年の所得税延長法案は可決されたと言え
る。
４．所得税延長の最終的失敗（1816年）
4.1．財政請願運動の時期・地域的展開
　1815年の所得税延長時に、翌年の自動失効日は前年と同じ７月５日ではな
く、規程通りの４月５日であったため、実質的な延長期間はわずか９ヵ月に過
ぎなかった。しかし15年６月にナポレオンはワーテルローで敗北し、翌月には
45  HPD, ver.1, vol.31, pp.249～51, 554～6, 660～4, 1012～4, 1057～61, 1088～9, 1134～42.
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セントヘレナ島へ配流されており、所得税延長が再び議論された16年２月に
は、平和回復から半年以上が経過していた。また15年11月の第二次パリ条約締
結によって正式な講和が成立したことで、欧州情勢の安定は確実なものとな
り、英国内部でも戦時体制からの早期脱却が叫ばれるようになった。特に百日
天下による終戦時期の遅延とそれに伴う戦時増税の延長は、納税者の激しい不
満を惹起することになり、兵員や装備の大幅な削減による軍事費の早期圧縮が
急務とされた46。このように、16年２月に所得税延長法案が再び下院に提出さ
れた頃には、15年の延長成功を後押しした環境条件のほとんどが、既に失われ
ていたのである。
　所得税廃止を要求する15年の請願運動が、14年末から開始されたのと同様
に、16年の請願運動も２月上旬の延長法案の審議入りを見越して、15年末から
開始された47。ただし15年の場合とは異なり、16年４月５日の自動失効日に合
わせて、政府が２月上旬の会期開始直後に延長法案を下院に提出することは、
野党に完全に察知されていた。政府は予定より早い段階で法案提出を行うこと
も可能ではあったが、後述するように、15年中は所得税恒久化を確実にするた
めの税制改革に忙殺されており、その時間的余裕がなかった。また百日天下に
際して発行した短期債の償還問題や、他の戦時増税の延長問題との兼ね合いか
ら考えても、16年に入ってから所得税延長を議論した方が財政的には都合が良
かった。15年には法案提出の時期を操作することで、野党を翻弄した政府であ
46  百日天下の終結以降に書かれたパンフレットでは、戦時増税の延長に関して以下のよ
うに述べられている。「戦争は幸いにして終結した。しかし所得税は原則として抵当
に入れられた［＝廃止が決定されない］まま、とても支払える金額ではない経費だけ
が残されている。その支払すら定かでない状況で、（納税者が）所得税を早く撤廃し
たいと苛立つのは、至極当然のことであろう。」（Britannicus, Leo [1815], A pat from 
the lion’s paw, inflicted in the name of common sense, upon the railers against the 
property tax, London, pp.4～5.）
47  最初に請願集会の開催を報じたのは、15年12月21日付のバース・クロニクルであった。
（The Bath Chronicle (Bath, England), Thursday, December 21, 1815; pg. 3; issue 
2808. [News]）これ以後は、25日にソールズベリー（Salisbury）、30日にノーザンプ
トン（Northampton）と請願集会の報道が続いている。
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ったが、16年には逆に野党にそのタイミングを読まれ、待ち伏せを受ける格好
となった。
　15年の延長法案があっさりと可決されたことに危機感を覚えた野党や所得税
廃止論者は、パンフレットの出版や地方集会の開催を通じて、15年中から翌年
の延長審議に備えていた。15年の延長成功による余裕のためか、所得税法案の
可決後には延長支持のパンフレットが減少する中、廃止支持のパンフレットは
多数発行され、その主張も激しさを増した48。詳細は後述するが、15年末にな
ると他税種の減税要求や軍事費の経費削減要求と相まって、戦時財政への全般
的な批判が展開されるようになり、所得税論争の性格が変化していった。また
15年末には、延長法案提出後に本格化する請願運動の前哨戦として、地方集会
が首都周辺やイングランド中部を中心に開催され、所得税廃止に向けた機運が
高まっていた。15年の請願運動は１～２月と４～５月に分断されたため、その
勢いが削がれてしまったが、16年の請願運動では、法案審議入りと同時に請願
運動を展開する準備が整えられていた49。
　さらに16年の請願運動が全国規模に発展する決定的要因となったのは、戦争
中に請願運動が活発に行われてこなかったスコットランドにまで、その影響が
拡大したことであった。戦争中と終戦期のいずれでも、戦時財政に関する請願
運動が最初に発生し、かつ最も活発に展開されたのは、金融利害の強いロンド
ンとその周辺のイングランド南部であった。また、産業革命期に発展した多く
の商業・工業都市を擁していたイングランド中部・北部でも、戦時中から引き
続き、各地の利害関係に関わる請願運動が盛んに行われていた50。16年の所得
48  16年１月に農業利益の保護を訴え、所得税を初めとする戦時財政を痛烈に批判したパ
ンフレットとしては、以下のものが挙げられる。（Vanderstraeten, Ferdinand [1816], 
Analysis of the views contained in a work just published, entitled, Improved agricul-
ture, and the suppression of smuggling, property-tax, and poor’s-rates, London.）
49  ２月７日の地方新聞では、延長法案の審議開始以前から既に請願集会が開催されてい
たことを報じている。（The Bury and Norwich Post: Or, Suffolk, Norfolk, Essex, 
Cambridge, and Ely Advertiser (Bury Saint Edmunds, England), Wednesday, Febru-
ary 07, 1816; pg. [1]; issue 1754. [Multiple Advertisements and Notices]）
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税論争においても、最初に首都周辺から開始された請願運動は、イングランド
中部・北部を経由して北上していき、最終的にスコットランドに達した。15年
の場合と比較して、請願運動の伝播が比較的速かった要因としては、前年末か
らの準備に加えて、地方新聞で近隣地域の請願集会が盛んに報道されていた点
が挙げられる。
　16年２月下旬にスコットランドから提出され始めた請願文書が、３月上旬に
ロンドンの議会に到着したことで、アイルランドを除く全国から請願文書が押
し寄せることとなった。これに際してイングランド中部・北部は、スコットラ
ンドに請願運動が波及する際の経路としてだけでなく、同時にロンドンの議会
に請願文書を提出する際の経路としても機能した。３月に入って請願運動が全
国規模に発展した背景には、スコットランドにまで到達した請願運動が首都へ
還流する過程で、経路地域の請願運動をさらに激化させたという事情があっ
た51。地方新聞が近隣地域で開催された請願集会を次々と報道したことで、３
月に入っても請願運動が連鎖的に拡大し、請願運動の首都還流による波及効果
を増大させたものと考えられる。最終的にその影響を最も強く受けたのは、議
会の膝元であるロンドンであり、議会で請願紹介が行われたという報道が、更
なる請願運動を喚起する効果を生んだ52。
50  ２月21日にハンプシャー州のサウザンプトン（Southampton）で開催された請願集会
は、近隣都市からも注目を集めており、23日の The Morning Chronicle と24日の
Cobbett’s Weekly Political Register が共にその決議文を全文掲載している。（The 
Morning Chronicle (London, England), Friday, February 23, 1816; issue 14605. 
[Advertisements & Notices]; Cobbett’s Weekly Political Register (London, England), 
Saturday, February 24, 1816; issue 8. [To the Readers of the Register]）
51  16年３月上旬になって、イングランド東部にスコットランドにおける請願運動の情報
が伝わってくると、当該地域での請願運動もさらに活発となり、７日にはサフォーク
州のストーマーケット（Stowmarket）で、９日にはノーフォーク州のノーリッジ
（Norwich）で、戦時増税の延長に反対する請願集会が開催された。（The Bury and 
Norwich Post: Or, Suffolk, Norfolk, Essex, Cambridge, and Ely Advertiser (Bury 
Saint Edmunds, England), Wednesday, March 13, 1816; pg. [1]; issue 1759. [Multiple 
Advertisements and Notices]）
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4.2．財政請願運動の党派・政策的展開
　15年の所得税論争での失敗要因を踏まえて、野党は党内指導体制を強化する
ことで、議会外での請願運動と議会内での請願紹介による効果を高め、与党に
対する抵抗手段とした。16年のウィッグでは、党首ポンソビーの指導力不足を
補うため、演説能力に定評のあったブルーアムが請願運動を、調整能力に長け
ていたティアニーが請願紹介をそれぞれ指揮した53。しかしウィッグは急進派
と連携を組んでも、議会勢力でトーリーに遠く及ばなかったため、所得税延長
法案を否決させるためには、与党に近い無所属議員の造反が必須であった。そ
こで、野党はそれまで別々に議論されてきた他税種の減税要求や経費削減要求
を統合し、戦時財政への全般的な批判を基軸として、請願運動の足並を揃える
ことを意図した54。その結果として大量に提出された請願文書を、所得税延長
法案の審議で次々と紹介することで、円滑な議事進行を妨害すると共に、与党
勢力の分裂を惹起するという戦略を採用した。
　こうした野党の強い危機感とは対照的に、与党は15年の所得税延長成功を楽
観視し、平和回復によって状況が大きく不利になったにもかかわらず、所得税
の恒久化を企図していた。政府は15年中から、過去にたびたび指摘されてきた
所得区分による不公平を是正するため、査定方式の見直しを積極的に推進する
52  16年３月になると、ロンドンではモーニング・ポスト（The Morning Post）やモー
ニング・クロニクル（The Morning Chronicle）の各紙によって、所得税延長審議に
おける請願紹介の過熱ぶりが詳細に報じられた。
53  16年の所得税延長問題に関するウィッグの指導体制は、クルークシャンクの有名な風
刺画に表れている。右下でジョン・ブル（英国人の典型像）と共に、筒状の文書で怪
物ヒドラ（所得税）を打ち据えているのがブルーアムであり、左下でヒドラの尻尾に
絡みつかれて倒れている女神ブリタニア（英国の擬人化）を助け起こそうとしている
のが、ティアニーである。左上でその光景を見て慌てて逃げ出しているのが、リヴァ
プール首相、摂政皇太子ジョージ、カスルレー外相、ヴァンシタート財相である。彼
らの行先の矢印表示には「Economy」（倹約）と記されており、所得税廃止によって
経費削減が不可避となったことが示されている。本稿末尾の風刺画を参照のこと。
（Cruikshank, George [1816], Death of the Property Tax!!, London.）
54  ブルーアムは２月上旬の早い段階から、農場経営者による請願運動を背景として、彼
らの利害を代弁する立場に立つことで、所得税と麦芽税の廃止運動の連携強化を図っ
ていた。（HPD, ver.1, vol.32, pp.40, 401.）
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など、所得税恒久化のための布石を着々と打っていた55。また戦争中から継続
してきた、所得税を管轄する直接税局の機構改革にも強い意欲を示し、中央部
局による一元的な管理・統括を強化すると共に、徴税役人の養成にも取り組ん
でいた。その一方で、所得税恒久化に失敗することはほとんど想定していなか
ったようで、奢侈税や地租など他の直接税によって、その不足を補填する用意
も見られなかった。上下両院で圧倒的な多数を占め、15年の所得税延長法案を
３～４倍の大差を付けて可決させた当時の与党にとって、所得税恒久化の成功
は当然視されていたものと考えられる。
　また16年の請願運動では、所得税の納税者ではなかった中間層が、所得税廃
止を要求する請願運動に参加するという現象がしばしば見られた。この背景に
は、所得税廃止運動と麦芽税廃止運動が、同一の請願集会において相互に連携
して展開されたという事情があった56。所得税は富裕層のみを課税対象とする
税種であったため、15年の場合のように他税種と連携せずに請願運動を展開す
る限り、その運動規模は限定的なものにならざるを得なかった。しかし16年の
請願運動では、麦芽税の主要な納税者である中間層と協力することで、多様な
階層から構成される大規模な請願集会を開催することが可能となった。所得税
は戦時増税の旗手であったため、これを廃止することができれば、麦芽税を初
55  16年３月４・８日に所得税延長審議の参考資料として下院に提出された、直接税局
（Tax Office）の理事（Commissioner）による往復書簡を見てみると、14年11月から
既に税制改革の準備は開始されているが、その大半は所得税の単年度延長が承認され
た、15年５月以降に本格的に進展したものであることが窺える。（Tax Office (ed.) 
[1816], Returns to orders of the Honourable House of Commons, dated the 4th and 
8th days of March 1816; for, copies of correspondence between commissioners for the 
affairs of taxes, and the house of Messrs. Williams & Grenfell; and other papers men-
tioned in such orders, London, pp.1～34.）
56  16年延長法案の審議入り前日の２月１日に、ノーフォーク州のハールストン（Reden-
hall with Harleston）で開催された請願集会では、戦時所得税と戦時麦芽税が共に恒
久化されることを懸念した農場経営者たちが、両税を廃止することで彼らの窮状を救
済するよう訴える請願文書を、議会に提出することで合意している。（The Bury and 
Norwich Post: Or, Suffolk, Norfolk, Essex, Cambridge, and Ely Advertiser (Bury 
Saint Edmunds, England), Wednesday, February 07, 1816; issue 1754. [Tuesday’s 
Post]）
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めとする他税の廃止が容易になるとの目論見が中間層にもあった57。実際、所
得税延長法案が否決された翌々日に、政府は戦時麦芽税の延長を自発的に断念
しており、両者の連携は成功したと言える。
　このように、所得税と麦芽税の廃止運動が強固に結び付くことで、戦時増税
の延長路線が厳しい批判にさらされることは、政府にとって憂慮すべき状況で
あった。特に、戦争中には戦費調達に伴う増税負担を押し付けあうことで、相
互に牽制状態にあった富裕層と中間層が58、戦後に減税という共通目標によっ
て団結することは、回避しなければならない事態であった。両税廃止運動の強
固な連携を阻止し、富裕層と中間層を分断するための最も有効な手段は、政府
が一方の税種の延長を断念することであった。しかし莫大な累積債務の利払を
継続しながら、一定の平時軍備も維持する必要があった政府は、15年の所得税
延長成功を楽観視していたため、所得税と麦芽税を共に延長するという選択肢
を最後まで放棄しなかった。この判断によって、戦時増税の延長問題を税種ご
とに分離して議論することは困難となり、最終的に政府は戦時所得税と戦時麦
芽税の双方を喪失することになった。
　また16年の請願運動では、所得税廃止要求が経費削減要求と一体的に議論さ
れたため、歳入面と歳出面の双方から財政健全化に関する主張が提起された。
百日天下の収束によって平和回復が決定的となり、国家破産の危機感が薄れる
と、所得税による財源確保の必然性は大きく低下した。それとは対照的に、戦
争中に膨張した軍事費や民事費に対する削減要求が前面に打ち出され、四半世
紀前である開戦前夜の低水準への回帰を要求する急進的な意見も登場した59。
57  ３月12日の上院での延長法案審議で、野党の上院議員であるカーナヴォン（2nd Earl 
of Carnarvon）は、サマセットシャー（Somersetshire）から寄せられた請願文書を
紹介している。その中では、ジェントリから一般住民に到るまで多様な階層の人々が
連名し、所得税と麦芽税を併記した上で延長反対を訴えている。このように身分を越
えた多様な署名の入った請願文書が提出されるのは、所得税存廃論争の末期に相当す
る16年３月中旬に特有な現象であった。（HPD, ver.1, vol.33, p.157.）
58  拙論［2014b］，「反革命戦争中期の英国戦時財政に対する請願運動の展開」，日本政
治学会・2014年度研究大会，自由論題報告。
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こうした経費削減要求の中では、所得税を初めとする戦時増税の延長によっ
て、不要な財源を政府に与えることは、かえって経費削減の進捗を妨げるもの
と認識されていた60。このように経費削減要求が戦時増税の廃止運動と共同歩
調をとることで、15年の段階では見られなかった戦時財政への全般的な批判が
形成されるようになり、これがパンフレットを通じて請願運動を後援した。
4.3．所得税恒久化法案の否決
　リヴァプール政権は1816年の延長法案において、所得税恒久化を確実なもの
にするため、最高税率を戦争中の10％から５％へと半減させることで、納税者
の理解を得ようと試みた。また前述したように、長らく批判されてきた所得区
分から生じる不公平を是正すると共に、中央部局の統制を高めて一元的管理を
試みるなど、近代的な税制の確立に余念がなかった。しかし、このような政府
の恒久化に向けた尽力とは裏腹に、戦時ですら毎年度の戦争継続を条件とする
自動延長を採用してきた所得税を、平時に延長することには反発が大きかっ
た。たとえ税率変更や制度改革を試みたとしても、所得税の審問性や不公平性
への批判は根強く残存しており、それは査定方式を根本的に変更しない限り拭
いきれない構造的問題であった61。しかも16年には、これに麦芽税廃止運動と
59  反革命戦争直後の経費削減要求では、しばしば「1792年体制」（Establishment of 
1792）という用語で、戦後経費水準のわずか40％しかなかった戦前経費水準への回帰
が、ウィッグや急進派によって提起された。もちろん、このような大幅な経費削減は
非現実的であったが、政府攻撃の道具としてしばしば用いられた。（HPD, ver.1, 
vol.32, p.401.）
60  16年２月21日にサウザンプトン（Southampton）で開催された請願集会の決議文では、
所得税を延長して平時に大規模な陸軍を維持したとしても、結局は国家財政を破綻に
導くだけであると指摘されている。（Cobbett’s Weekly Political Register (London, 
England), Saturday, February 24, 1816; issue 8. [To the Readers of the Register]）
61  16年２月29日にサフォーク州のシンゴー（Thingoe）で開催された請願集会の決議文
では、所得税のように苛立たしく審問的な税種は、経費削減を実現するために全く必
要ないと断じられている。（The Bury and Norwich Post: Or, Suffolk, Norfolk, Essex, 
Cambridge, and Ely Advertiser (Bury Saint Edmunds, England), Wednesday, March 
06, 1816; pg. [1]; issue 1758. [Multiple Advertisements and Notices]）
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の連携や経費削減要求との融合が加わったため、こうした戦時財政への全般的
な批判を抑え込むことは、極めて困難であった。
　特に政府が、15年と同様の期限付の単年度延長や複数年度延長ではなく、最
後まで無期限の恒久化を追求したことは、廃止論者に明確な攻撃材料を与える
ことになった。当時の英国は、フランスやポルトガルなどの大陸諸国に部隊を
駐留させており、戦時に膨張した兵員や装備の整理も途上にあったため、18年
までは平時体制（Peace Establishment）への移行期に該当した62。そのため、
期限付であれば所得税延長にも財政的な妥当性はあったことから、反対派を抑
え込める可能性も残されていたが、この時期に恒久化を貫くだけの明確な根拠
はなかった。四半世紀後の1842年、当時のピール（Robert Peel）政権が所得
税を恒久税として復活させた際にも、関税引き下げのための財源を確保すると
いう確固たる理由があったため、議会に承認されている。16年の時点で所得税
を必要とする根拠は平時軍備の確保くらいであったが、これを主張するとかえ
って経費削減要求を勢い付かせる恐れがあったため、あまり前面には押し出せ
なかった63。
　1816年２月２日に所得税延長法案を下院に提出されると、中旬には首都周辺
だけでなく、イングランド中部・北部からも請願文書が寄せられ、議会での請
願紹介が活発に行われた。政府は当初、請願運動の展開にそれほど強い危機感
を抱かず、請願紹介に対して個別に反論を試みるのみで、２月中は明確な対抗
手段をとらなかった。しかし、３月に入ってスコットランドからの請願文書も
続々と到着し、請願運動が全国規模に発展すると、請願紹介を通じた野党の抵
抗が次第に激しさを増していった。この段階に到って、ようやく危機的な状況
62  ウェリントン（1st Duke of Wellington）が統率する部隊のフランス駐留に関しては、
以下の文献に詳しい。（Veve, Thomas D. [1989], ‘Wellington and the Army of Occu-
pation in France, 1815-1818’, The International History Review, vol. 11, no. 1, pp.98～
108.）
63  16年の延長法案審議の中では、元義勇軍大佐のウッド（Thomas Wood）議員のよう
な軍人経験者からも、大規模な平時軍備のための所得税延長に反対する意見が提示さ
れた。（HPD, ver.1, vol.33, p.200.）
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に気付いた政府は、延長反対で一色に染まった請願運動に対抗するため、少数
の延長支持者の意見を紹介したり、麦芽税廃止運動との分離を画策したりした
が64、既に大勢は決していた。３月18日に下院で採決が行われ、16年の延長法
案の審議中で最多となる100件以上の請願紹介が飛び交った後、201：238の僅
差で所得税延長法案は否決に追い込まれた65。
　与党が圧倒的多数を占めていた当時の下院で、16年の所得税延長法案が否決
されたのは、野党勢力の固い結束に加えて、与党系議員からも若手を中心に造
反が発生したためであった。16年の請願運動では、与党側の選挙区から所得税
廃止を要求する請願文書が多数寄せられており、特に陣笠議員にとって、これ
を議会で紹介せずに無視するのは困難であった66。また当時の議会では、政党
内に厳格な党議拘束が存在しなかったため、実質的には無所属に近い与党系議
員の中から、連日に及ぶ請願紹介に動揺して反対票を投じる議員が続出し
た67。この所得税延長法案の否決に衝撃を受けた政府は、これと同時に廃止運
動が展開されていた戦時麦芽税の平時延長を自発的に断念し、３月20日に延長
法案の提出見送りを発表した68。この麦芽税延長の断念によって、所得税延長
に反対した議員が与党支持に復帰し、リヴァプール政権は重要法案の否決によ
る内閣崩壊を辛くも免れることができた。
　16年の所得税延長が失敗した要因としては、15年の場合とは対照的に、延長
64  政府は、財相のヴァンシタートや下院指導者のカスルレーといった財政政策に直接的
な説明責任を持つ主要閣僚ではなく、与党内でも議員歴の浅い若手議員や引退直前の
高齢議員を登壇させ、麦芽税廃止の可能性を示唆させる戦術を採用したが、失敗に終
わった。（HPD, ver.1, vol.33, pp.200, 216～7, 391～2, 439.）
65  HPD, ver.1, vol.33, pp.451～5.
66  与党の若手議員であったバレル（Sir Charles Merrik Burrell）とアクランド（Sir 
Thomas Dyke Acland）は、与党内の有力派閥に所属しており、本来であれば所得税
延長法案に賛成すべき立場に置かれていたが、所得税と麦芽税の延長に反対する請願
文書を紹介している。（HPD, ver.1, vol.32, pp.819～20, 940.）
67  与党の新人議員であったメシュエン（Paul Methuen）は、所得税延長法案の下院で
の採決直前に登壇し、所得税と麦芽税の延長を共に断念しない政府を公然と批判した
上で、延長法案の採決にも反対票を投じた。（HPD, ver.1, vol.33, pp.391-2.）
68  HPD, ver.1, vol.33, p.457.
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法案の提出時期を自動失効に合わせて設定したため、それを野党に読まれてい
た点が挙げられる。野党は15年の請願運動の失敗例を踏まえて、指導体制の整
備や事前運動の指揮などに取り組んだが、与党は所得税恒久化のための制度改
革に集中するあまり、有効な野党対策を検討しなかった。16年の請願運動では、
所得税廃止要求が麦芽税廃止要求と強力に連携し、さらにそれらが経費削減要
求とも一体化することで、戦時財政への全般的な批判が展開されるようになっ
た。また請願運動がスコットランドにまで到達することで全国規模に発展した
ため、延長審議後半の３月に入ると議会に寄せられる請願文書が増大し、請願
紹介が激化した。その結果、与党系議員からも造反が発生し、最終的に所得税
延長法案は否決に追い込まれ、政府は麦芽税延長も自ら断念するに到ったので
ある。
５．おわりに
5.1．要約と論証内容の確認
　ここでは、本稿における各節の内容を確認する。まず第１節では、研究テー
マの選択理由、先行研究の批判的検討、論証すべき内容と構成を説明し、本稿
の目的と概要を提示した。次に第２節では、次節以降における議論の前提とし
て、戦時所得税の導入までの経緯、戦時増税への納税者の不満蓄積、終戦期に
おける所得税論争の展開を中心に、反革命戦争期の戦時財政政策の特徴を概観
した。さらに本稿のメインである第３節では1815年における所得税延長の一時
的成功を、第４節では16年におけるその最終的失敗を取り上げ、与野党の認識
や対応の変化を中心に分析を進め、両者を比較しつつその因果関係を検証し
た。その際には、所得税廃止を要求する請願運動の展開を時期・地域面と党派・
政策面に分けて検討し、それらが延長法案の帰結に与えた影響を考察した。
　以上の各節の記述を踏まえて、本稿で論証した内容を確認する。1815年の所
得税延長に際して、与党側は議会での延長法案審議に備えて、事前に入念な準
備を重ねていた。それに対して、野党側は議会での劣勢にもかかわらず、請願
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運動の指導も十分に実行できなかったため、与党に対して有効な対抗手段を用
意できなかった。そうした状況下で百日天下が発生したことで、所得税廃止を
要求する請願運動も低調に終わり、15年の延長法案は容易に可決された。これ
に危機感を覚えた野党側は、この直後から請願運動を積極的に指導するなど、
次回の延長法案に備えた準備を開始した。それに対して、与党側は15年の延長
成功に自信を深め、所得税恒久化のための準備を進める一方で、請願運動に対
抗するための方策を検討しなかった。その結果、所得税廃止を要求する請願運
動は全国規模に発展し、与党内からも大規模な造反が発生したため、16年の延
長法案は否決に追い込まれた。
5.2．本稿で積み残した課題
　以上のように、本稿では1815年における所得税延長の一時的成功と翌16年に
おけるその最終的失敗を比較することで、前者が後者に対して与えた影響を検
討した。本稿でも言及した戦時所得税と戦時麦芽税の廃止を要求する請願運動
の連携に関しては、2015年の第６回政治経済学会研究大会で既に研究報告を行
っている69。そこでは、両税の請願運動が戦時増税の廃止という共通課題を掲
げて同時に展開され、所得税の納税者ではなかった中間層が所得税廃止を要求
したことが、請願運動の全国的な拡大に寄与した点を指摘した。また反革命戦
争期を前期・中期・後期の３つの時期に区分した上で、各時期の戦時財政政策
に対して展開された請願運動の傾向と変化を分析した研究成果も、社会経済史
学会や日本政治学会の研究大会において報告済である70。
　今後は、当時の徴税官吏が記載した所得税の査定帳簿を研究材料として、所
69  拙論［2015a］，「英国における所得税廃止論争（1816年）の再検討」，第６回政治経済
学会・研究大会，自由論題報告。
70  拙論［2014c］，「反革命戦争初期の英国における戦時財政と請願運動―国債危機の発
生と戦時所得税の導入」，社会経済史学会・第83回全国大会，自由論題報告。／拙論
［2015b］，「フランス革命＝ナポレオン戦争末期の英国における戦時財政と請願運動」，
社会経済史学会・第84回全国大会，自由論題報告。
30
得税の批判根拠の中で最も典型的であった、所得査定時の資産捕捉に対する審
問性批判が形成された要因を検討していく。その際には、査定金額が最低基準
に達しなかったために、所得税が全く課税されなかったにもかかわらず、多数
の中間層が査定帳簿の中でその資産規模を推定されていた点に注目したい。こ
の事実は、所得税の課税基準をわずかに変更するだけで、それまで非納税者で
あった中間層を、直ちに課税対象とすることが可能であることを意味してい
た。このような所得税の査定方式への注目は、所得税廃止を要求する請願運動
に中間層が積極的に参加していたという、所得税論争における疑問点を解明す
る一つの手掛かりになるものと考えられる。筆者はこの研究を補論として、ま
た本稿を含めたこれまでの研究成果を序論・本論として、博士論文を執筆する
予定である。
31反革命戦争終結期の英国における所得税論争─1815年論争と1816年論争の比較分析─
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